
　令和６年度一般会計補正予算（第３号）は、移住・定住促進事業で６９万７千円、生活困窮者自

立支援事業で６２５万円、児童健全育成事業で９８万４千円、医療給与等管理費で１９４万６千円

などを計上し、補正後の一般会計予算額は１３３億３，３５０万円となります。

　また、債務負担行為として、自治体情報システム標準化対応業務などを追加します。

　特別会計では介護保険事業で８０万円を計上し、補正後の特別会計予算額は７２億５，５７０万

円となります。

　企業会計においては水道事業で２，０６３万９千円を計上し、補正後の企業会計予算額は２０億

９，６００万８千円となります。

（単位：千円）

12,965,500 368,000

国民健康保険事業 2,752,900 0

介護保険事業 2,800,000 800

定期航路事業 1,080,000 0

後期高齢者医療 622,000 0

7,254,900 800

1,866,251 20,639

209,118 0

2,075,369 20,639

22,295,769 389,439

令和６年度一般会計補正予算（第３号）等の概要

Ⅰ　補正予算の規模

～　一般会計、特別会計、企業会計補正予算の規模　～

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

一 般 会 計 13,333,500

特

別

会

計

2,752,900

2,800,800

1,080,000

622,000

小　　　　計 7,255,700

合 計 22,685,208

企

業

会

計

水道事業 1,886,890

下水道事業 209,118

小　　　　計 2,096,008
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

2,648,988 2,648,988 19.9

69,000 69,000 0.5

1,000 1,000 0.0

11,000 11,000 0.1

9,000 9,000 0.1

51,000 51,000 0.4

490,000 490,000 3.7

8,000 8,000 0.1

70,000 70,000 0.5

3,870,000 19,759 3,889,759 29.2 19,759

1,000 1,000 0.0

25,775 25,775 0.2

269,798 269,798 2.0

1,395,401 118,023 1,513,424 11.3

1,245
54,813
2,060
5,437
54,140

328

790,921 7,721 798,642 6.0
7,393
328

43,076 43,076 0.3

951,300 951,300 7.1

1,322,100 6,250 1,328,350 10.0
644
360

5,246

100,000 211,580 311,580 2.3 211,580

160,541 667 161,208 1.2
667

677,600 4,000 681,600 5.1 4,000

12,965,500 368,000 13,333,500 100.0

Ⅱ　一般会計歳入補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

市 税

地 方 譲 与 税

利子割交付金

配当割交付金

株 式 等 譲 渡
所得割交付金

法 人 事 業 税
交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金

環 境 性 能 割
交 付 金

地 方 特 例
交 付 金

地 方 交 付 税 普通交付税

交通安全対策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金

児童扶養手当負担金
児童手当支給費負担金
子ども・子育て支援事業費補助金
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金
物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
　（予備費分）
子ども・子育て支援交付金

県 支 出 金
児童手当支給費負担金
地域子ども・子育て支援事業費補助金

財 産 収 入

寄 附 金

市 債 学校給食施設整備事業債

歳 入 合 計

繰 入 金
ふるさと創生基金繰入金（健康福祉課）
ふるさと創生基金繰入金（観光商工課）
ふるさと創生基金繰入金（教育委員会）

繰 越 金 前年度繰越金

諸 収 入
保険医療機関向け医療提供体制設備整備
　交付金
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（単位：千円・％）

補正前
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

構成比

142,750 142,750 1.1

2,840,112 212,970 3,053,082 22.9
693

211,580
697

3,586,300 138,837 3,725,137 27.9

250
6,250
499

53,890
1,367
984

3,735
69,600
528

1,734

1,527,077 1,946 1,529,023 11.5 1,946

378,459 378,459 2.8

410,883 360 411,243 3.1 360

828,837 4,044 832,881 6.2
1,969
1,393
682

594,359 594,359 4.5

1,013,711 9,843 1,023,554 7.7
550

9,293

19,800 19,800 0.1

1,382,712 1,382,712 10.4

230,500 230,500 1.7

10,000 10,000 0.1

12,965,500 368,000 13,333,500 100.0

Ⅲ　一般会計歳出補正予算の状況

区 分 主な補正予算の内容

議 会 費

総 務 費
総務給与等管理費
基金積立金
移住・定住促進事業

民 生 費

社会福祉給与等管理費
生活困窮者自立支援事業
介護予防施設管理運営事業
定額減税調整給付金給付事業
児童福祉給与等管理費
児童健全育成事業
児童扶養手当事業
児童手当事業
保育所運営給与等管理費
生活保護給与等管理費

衛 生 費 医療給与等管理費

農林水産業費

観 光 商 工 費 就業支援事業

土 木 費
移住・定住促進事業
公園維持管理経費
都市公園等整備事業

消 防 費

教 育 費
就学奨励事業
学校給食給与等管理費

災 害 復 旧 費

歳 出 合 計

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費
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一般会計

款 2 項 1 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　「こども未来戦略」に基づき、令和６年10月から児童手当の抜本的拡充が実施されることに伴

い、職員の児童手当支給事務を法改正に対応させるため、人事給与システムの改修に必要な費用

を補正します。

【主な経費】

電算委託料 693千円

【主な財源】

子ども・子育て支援事業費補助金 693千円

款 2 項 1 目 5
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　地方財政法第７条の規定に基づく前年度決算剰余金の処分について、実質収支から都市計画事

業基金等積立額を控除した後の剰余金の２分の１以上を財政調整基金に積み立てるため、基金積

立金を補正します。

【主な経費】

一般積立金 （財政調整基金） 211,500千円

歳入決算額 ① 13,659,376千円

歳出決算額 ② 13,188,795千円

歳入歳出差引額（形式収支） ③（＝①－②） 470,581千円

翌年度に繰り越すべき財源 ④ 1,395千円

実質収支 ⑤（＝③－④） 469,186千円

都市計画事業基金等積立額 ⑥ 46,329千円

剰余金 ⑦（＝⑤－⑥） 422,857千円

剰余金の２分の１以上の額 ⑧（≒⑦×1/2） 211,500千円

予算科目 総務費 総務管理費 一般管理費 総務給与等管理費

中事業名 【継続】 給与等管理業務
担当課 総務課 15 ページ

まちの姿
効率的・効果的なまちづくりを進めるため
に（行政改革大綱）

予算額 693 千円
国庫 693 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算額 211,500 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 211,500

予算科目 総務費 総務管理費 財産管理費 基金積立金

中事業名 【継続】 積立金（基金）
担当課 企画財政課 15 ページ

まちの姿
効率的・効果的なまちづくりを進めるため
に（行政改革大綱）
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款 2 項 1 目 5
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　令和５年度の都市計画税収入額から、同年度における事業費及び市債の元利償還に充当した額

を差し引いた残額が、当初の見込みより増額となったことから、基金積立金を補正します。

【主な経費】

一般積立金（都市計画事業基金） 80千円

款 2 項 1 目 13
大事
業名

5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　本市では、多様化する移住相談において、海外在住日本人の相談件数が増えており、帰国に合

わせて移住に結び付くケースが生まれてきています。

　また、海外からの移住者は、語学力に長けているなど、本市のインバウンド需要への対応にお

いて重要な人材となることから、新たな移住市場を開拓することを目的に、海外在住日本人に向

けてプロモーションや相談会を行うための費用を補正します。

○実施内容

・帰国移住セミナーの開催

・日本人経営カフェでの個別相談会

・現地旅行会社に長期滞在型プランのセールス

【主な経費】

委託料（海外在住者向け移住プロモーション事業） 600千円

予算額 697 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 697

予算科目 総務費 総務管理費 地域振興費 移住・定住促進事業

中事業名 【拡充】 鳥羽への移住・定住応援事業
担当課 企画財政課 15 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 80 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 80

予算科目 総務費 総務管理費 財産管理費 基金積立金

中事業名 【継続】 積立金（基金）
担当課 建設課 15 ページ

まちの姿
効率的・効果的なまちづくりを進めるため
に（行政改革大綱）

歳入歳出差引額 ④（＝①-②-③） 46,329千円

都市計画事業基金積立金当初予算額 ⑤ 46,249千円

差引補正額 ⑥（＝④-⑤） 80千円

都市計画税決算額 ① 112,243千円

地方債元利償還金決算額 ② 65,877千円

令和５年度都市計画事業費決算額 ③ 37千円
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款 3 項 1 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　定額減税調整給付金給付事業等の実施にあたり、不足が見込まれる時間外勤務手当を補正しま

す。

【主な経費】

時間外勤務手当 250千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（予備費分） 250千円

款 3 項 1 目 1
大事
業名

9

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰等の影響により生活困窮に関する支援ニーズが依然として続いていることから、地域

で生活困窮者支援等を実施する団体に対し、その活動経費の一部を助成するための費用を補正し

ます。

〇生活困窮者支援活動団体等助成事業

・支援団体 支援ニーズに対応した生活困窮者支援等を実施する地域団体等

・助成額 １団体あたり上限25万円

【主な経費】

補助金（生活困窮者支援活動団体助成事業） 6,250千円

【主な財源】

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 4,687千円

予算額 250 千円
国庫 250 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 社会福祉給与等管理費

中事業名 【継続】 社会福祉一般職員給与費
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 6,250 千円
国庫 4,687 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 1,563

予算科目 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費 生活困窮者自立支援事業

中事業名 【拡充】 生活困窮者自立支援事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 3 項 1 目 4
大事
業名

6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　介護予防施設しおさいのエアコンが故障し、緊急的に取替を行うにあたり、既決予算にて対応

したことから、不足する燃料費を補正します。

【主な経費】

燃料費 499千円

款 3 項 1 目 10
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　定額減税調整給付金の給付にあたり、当初想定していた対象者数及び給付額が見込みを上回っ

たことから、不足する費用を補正します。

【主な経費】

交付金（定額減税調整給付金） 53,890千円

【主な財源】

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（予備費分） 53,890千円

予算額 499 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 499

予算科目 民生費 社会福祉費 老人福祉費 介護予防施設管理運営事業

中事業名 【継続】 介護予防施設管理運営事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 53,890 千円
国庫 53,890 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 社会福祉費
低所得世帯等支援
給付金給付事業費

定額減税調整給付金給付事業

中事業名 【継続】 定額減税調整給付金給付事業
担当課 健康福祉課 15 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 3 項 2 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　「こども未来戦略」に基づき、令和６年10月から児童手当の抜本的拡充が実施されることに伴

い、制度改正への対応により不足が見込まれる時間外勤務手当を補正します。

【主な経費】

時間外勤務手当 510千円

【主な財源】

子ども・子育て支援事業費補助金 510千円

款 3 項 2 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　「こども未来戦略」に基づき、令和６年10月から児童手当の抜本的拡充が実施されることに伴

い、制度改正の対応に必要な経費を補正します。

【主な経費】

消耗品費 519千円

通信運搬費 188千円

【主な財源】

子ども・子育て支援事業費補助金 857千円

予算額 510 千円
国庫 510 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 児童福祉給与等管理費

中事業名 【継続】 児童福祉一般職員給与費
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 857 千円
国庫 857 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 0

予算科目 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 児童福祉給与等管理費

中事業名 【継続】 児童福祉総務一般管理経費
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち
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款 3 項 2 目 1
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　放課後児童クラブにおける業務のICT化を推進するため、オンラインの利用環境整備に必要な

費用（タブレット４台・Wi-Fiルーター２台・ノートパソコン２台）を補正します。

【主な経費】

備品購入費 984千円

【主な財源】

子ども・子育て支援交付金 328千円

地域子ども・子育て支援事業費補助金 328千円

款 3 項 2 目 2
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　「こども未来戦略」に基づき、令和６年11月から児童扶養手当の抜本的拡充が実施されること

に伴い、所得限度額及び第３子以降の児童に係る加算額が引き上げられるため、児童扶養手当を

補正します。

【主な経費】

扶助費（補助） 3,735千円

【主な財源】

児童扶養手当負担金 1,245千円

予算額 984 千円
国庫 328 地方債 0 その他 0

県 328 繰入金 0 一般財源 328

予算科目 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費 児童健全育成事業

中事業名 【拡充】 放課後児童健全育成事業
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 3,735 千円
国庫 1,245 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 2,490

予算科目 民生費 児童福祉費 児童措置費 児童扶養手当事業

中事業名 【拡充】 児童扶養手当事業
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち
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款 3 項 2 目 2
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　「こども未来戦略」に基づき、令和６年10月から児童手当の抜本的拡充が実施されることに伴

い、高校生年代まで支給期間が延長されるほか、第３子以降の児童に係る加算額が引き上げられ

るため、児童手当を補正します。

【主な経費】

扶助費（補助） 69,600千円

【主な財源】

児童手当支給費負担金（国） 54,813千円

児童手当支給費負担金（県）  7,393千円

款 3 項 2 目 3
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　発達障がい支援システムアドバイザーを養成するにあたり、研修に参加するための費用を補正

します。

【主な経費】

普通旅費 528千円

予算額 69,600 千円
国庫 54,813 地方債 0 その他 0

県 7,393 繰入金 0 一般財源 7,394

予算科目 民生費 児童福祉費 児童措置費 児童手当事業

中事業名 【拡充】 児童手当事業
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 528 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 528

予算科目 民生費 児童福祉費 児童福祉施設費 保育所運営給与等管理費

中事業名 【継続】 保育所運営事業
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち
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款 3 項 3 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　生活保護法の一部改正に伴い、システム改修に必要な費用を補正します。

【主な経費】

電算委託料 1,734千円

【主な財源】

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 750千円

款 4 項 1 目 6
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　企業版ふるさと納税としてオンライン診療に必要な機器及びその必要経費にかかる寄附の申し

出があったことから、事業実施に係る費用を補正します。

　従来の保険証が、令和６年12月２日以降発行されなくなることから、以後訪問診療や往診時及

び医療MaaS車内でマイナ保険証の資格情報確認ができない場合があるため、各診療所の読取機器

と連動する専用のモバイル端末を導入する費用を補正します。

　また、診療所で使用する医療備品が動作不良等により診療等に支障をきたしていることから、

更新するための費用を補正します。

【主な経費】

手数料 726千円

電算委託料 330千円

使用料 314千円

備品購入費 549千円

【主な財源】

ふるさと創生基金繰入金 644千円

保険医療機関向け医療提供体制設備整備交付金 667千円

予算額 1,734 千円
国庫 750 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 984

予算科目 民生費 生活保護費 生活保護総務費 生活保護給与等管理費

中事業名 【継続】 生活保護事務事業費
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 1,946 千円
国庫 0 地方債 0 その他 667

県 0 繰入金 644 一般財源 635

予算科目 衛生費 保健衛生費 へき地診療所費 医療給与等管理費

中事業名 【拡充】 へき地診療所運営事業
担当課 健康福祉課 17 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち
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款 6 項 2 目 2
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　市内事業所でインターンシップや職業体験を実施した学生に対して、宿泊費及び交通費の一部

を支援するインターンシップ支援事業補助金について、不足する費用を補正します。

【主な経費】

　補助金（インターンシップ支援事業） 360千円

【主な財源】

　ふるさと創生基金繰入金 360千円

款 7 項 1 目 1
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　令和５年12月「空家等対策の推進に関する特別措置法」の一部改正を受け、本市における特定

空家及び管理不全空家等の判定基準を定めるにあたり、専門的知見を有する技術者の支援を必要

とすることから、事業実施に係る費用を補正します。

【主な経費】

委託料（特定空き家等認定支援業務） 1,969千円

予算額 360 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 360 一般財源 0

予算科目 観光商工費 商工費 商工振興費 就業支援事業

中事業名 【継続】 地域のしごと魅力発信事業
担当課 観光商工課 19 ページ

まちの姿 人が集い活力あふれるまち

予算額 1,969 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 1,969

予算科目 土木費 土木管理費 土木総務費 移住・定住促進事業

中事業名 【継続】 空き家活用促進事業
担当課 建設課 19 ページ

まちの姿 人と自然が調和した環境にやさしいまち
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款 7 項 5 目 3
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　公園利用者の安全を確保するため、劣化している施設の修繕や支障をきたしている樹木の伐採

に要する費用を補正します。

【主な経費】

修繕料 887千円

委託料（危険木伐採業務） 506千円

款 7 項 5 目 3
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　市民の森公園において、公園利用者の安全を確保するため、屋根材が剥離するなど老朽化が著

しい東屋の撤去に要する費用を補正します。

【主な経費】

工事請負費（市民の森公園施設撤去工事） 682千円

予算科目 土木費 都市計画費 公園費 都市公園等整備事業

中事業名 【継続】 都市公園整備事業
担当課 建設課 19 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 682 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 682

予算額 1,393 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 1,393

予算科目 土木費 都市計画費 公園費 公園維持管理経費

中事業名 【継続】 公園維持管理費
担当課 建設課 19 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち
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款 9 項 3 目 2
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　鳥羽東中学校に通学している堅神町・屋内町・池上町在住の生徒について、かもめバスのダイ

ヤ改正に伴い、登校に間に合う時間帯となるため、通学手段にバスを活用する生徒の増加が見込

まれることから、不足する費用を補正します。

【主な経費】

補助金（遠距離生徒通学費） 550千円

款 9 項 6 目 4
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　物価高騰などの影響に伴い、依然として給食食材の高騰が続いていることから、学校給食費に

おける保護者の経済的負担を軽減するための費用や、中央共同調理場の調理機器が故障したため

更新に必要な費用を補正します。

【主な経費】

賄材料費 5,246千円

備品購入費 4,047千円

【主な財源】

ふるさと創生基金繰入金 5,246千円

学校給食施設整備事業債 4,000千円

予算額 550 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 550

予算科目 教育費 中学校費 教育振興費 就学奨励事業

中事業名 【継続】 就学援助事業
担当課 学校教育課 21 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

予算額 9,293 千円
国庫 0 地方債 4,000 その他 0

県 0 繰入金 5,246 一般財源 47

予算科目 教育費 保健体育費 学校給食費 学校給食給与等管理費

中事業名 【継続】 学校給食運営事業
担当課 学校教育課 21 ページ

まちの姿
出産・子育てを支え、学びと交流が活発に
行われるまち

14



債務負担行為

款 2 項 1 目 14
大事
業名

2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　地方公共団体における事務処理内容の共通性、住民の利便性向上及び行政運営の効率化の観点

から、標準化の対象として定められた事務等について、既存の基幹業務システムを標準化基準に

適合したシステム（標準準拠システム）に更改するとともに、ガバメントクラウドに接続し標準

準拠システムを利用する環境を構築する必要があることから、債務負担行為を設定します。

自治体情報システム標準化対応業務

期　間 令和６年度から令和７年度まで

限度額 238,076千円

款 7 項 4 目 1
大事
業名

3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　令和４年度より、鳥羽市開発公社を指定管理者として指定し、鳥羽マリンターミナルの施設の

維持管理や賑わい創出を図ってきましたが、令和６年度末で指定管理の期間が満了となることか

ら、次年度以降の指定管理者を指定するため、債務負担行為を設定します。

鳥羽マリンターミナル指定管理業務

期　間 令和６年度から令和９年度まで

限度額 47,890千円

中事業名 【拡充】庁内情報化推進事業
担当課 総務課

県 0 繰入金 0 一般財源 97,865

予算科目 土木費 港湾費 港湾管理費 鳥羽マリンターミナル維持管理経費

中事業名 【継続】鳥羽マリンターミナル維持管理経費

予算科目 総務費 総務管理費 情報管理費 庁内情報化推進事業

地方債 0 その他 140,211
予算額 238,076 千円

国庫 0

4 ページ

まちの姿
効率的・効果的なまちづくりを進めるため
に（行政改革大綱）

担当課 建設課 4 ページ

まちの姿 人が集い活力あふれるまち

予算額 47,890 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 47,890
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介護保険事業特別会計

款 5 項 1 目 1
大事
業名

1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　介護保険資格喪失に伴う過年度収納済み介護保険料還付が発生したことから、過誤納償還金を

補正します。

【主な経費】

過誤納償還金 800千円

予算科目 諸支出金 償還金及び還付加算金
第1号被保険者
保険料還付金 保険料還付及び償還等事業

中事業名 【継続】保険料還付及び償還等事業
担当課 健康福祉課 35 ページ

まちの姿
誰もが生きがいを持ち、安心して暮らせる
まち

予算額 800 千円
国庫 0 地方債 0 その他 0

県 0 繰入金 0 一般財源 800
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